
青梅市地域福祉総合計画における検討事項について

１ 子どもの計画の合本化について

（1） これまでの経過

計画策定に当たり、令和４年度に市の庁内検討会で協議したが、

現行の第２期子ども・子育て支援事業計画は令和６年度が終期であ

ること、令和５年４月１日にこども基本法が施行となるが、国の「こ

ども大綱」、「東京都こども計画」が未策定であること、また、子ど

も・子育て支援事業計画は子ども・子育て会議の所管事項であるこ

となどの理由から、今回の合本化は見送ることとし、次期の計画に

合本するか引き続き協議することとした。

（2） 今後の方向性

令和６年度に「青梅市こども計画（仮称）」を策定する予定であり、

地域福祉総合計画と整合性を図りながら、策定を進めていく。また、

地域福祉計画は、６年間の計画期間であるが、３年後に中間見直し

を実施するとしているため、令和８年度にこどもの計画を包含した

中間見直しとするよう調整を図っていく。

（3） 計画への追記

地域福祉総合計画９ページ（２ 計画の位置づけ （２）市政に

おける位置づけ）に「なお、今後子どもの計画を地域福祉計画に包

含するよう検討していきます。」の一文を追記。

○地域福祉計画とこども計画（仮称）

令和4 令和5 令和6 令和7 令和8 令和9 令和10 令和11

中間見直し
第２期子ども・子育て支援事業計画→ ← こども計画（仮称）

こども計画策定

←           地域福祉計画６か年（R6～11）          →

←     こども計画を包含     →

２ 地域共生社会推進会議の条例化について

（1） これまでの経過

地域共生社会推進会議設置の検討の中で、条例化を検討したが、

各会議体での調整や議会による議決が必要であることから、まず

は要綱設置の会議体を設置して協議いただき、計画策定後に検討

することとした。しかし、地域福祉計画は、社会福祉法の規定に

もとづく高齢者、障がい者、児童等福祉分野の個別計画を概括す

る上位計画として位置づけられている一方、高齢者保健福祉計

画・介護保険事業計画は、条例設置にもとづく介護保険運営委員

会による審議、また、成年後見制度利用促進基本計画は、条例設

置にもとづく成年後見制度利用促進審議会による審議となる。

なお、都道府県、政令指定都市および中核市は、社会福祉法の規

定にもとづき審議会を設置する必要があるが、市は社会福祉法にも

とづく審議会の設置はしない一方、地方自治法第１３８条の４の規

定にもとづく審議会の設置は可能である。全国的には、芦屋市、石

狩市、三木市などの例はあるが、審議会を設置している自治体は少

ない。

（2） 今後の方向性

令和６年度に地域共生社会推進会議や各会議体において、地方自

治法にもとづく審議会（仮称：社会福祉審議会）を設置するか御協

議いただく。審議会を設置する場合は、地域共生社会推進会議、成

年後見制度利用促進審議会、介護保険運営委員会および子ども・子

育て会議を廃止し、地域福祉部会、高齢者部会、障がい者部会、こ

ども部会の４つの専門部会を設置する方向性。このことにより、こ

ども計画も所管することが可能となる。

（3） 計画への追記

地域福祉総合計画２３ページ（第５章 計画の進行管理 １ 計

画の評価と進行管理）に「なお、各計画を一体的に推進するため、

青梅市地域共生社会推進会議を条例にもとづく設置とするよう検討

していきます。」の一文を追記。

【資料③】






